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第11回日本ヘルスサポート学会学術集会
2016年9月6日

三井化学（株） 人事部 健康管理室長

統括産業医 土肥誠太郎

【シンポジウム】「先進事例に学ぶ、健康経営を実現する
健康保険者・企業・医療保健職の役割と課題」

健康経営の進め方
～会社と健保の立場から～
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１、健康経営の概念

１、米国型の健康経営（企業自助型）
・投資としてのリターンを求める
・労働生産性の向上を求める
・医療コスト抑制のための経営手法と位置付け
２、欧州型の健康経営（社会的（投資家）要請型）
・CSRと企業のサステナビリティ
・投資リスク判断のための非財務情報改善（お化粧？）
環境（E）、社会（S）、企業統治（G）のSの一部
・スチュワードシップの観点
３、日本型の健康経営（バランス型・従業員重視型）
・雇用制度と労働安全衛生法に基づく従業員重視型
・社会的要請に誠実に応える
・可能ならばリターン（労働生産性の向上と社員の健康）
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２、日本型健康経営の基本事項（１）

労働安全衛生法第七章健康の保持増進のための措置
１、健康診断・就業上の措置 （法第66条、66条の４・５・）
２、保健指導の努力義務（法第66条の７）
３、長時間労働対策（法66の８）
４、ストレスチェック等（法66の１０）
５、健康増進に関して（安衛法第69条、70条）
健康増進に関して、事業者及び労働者は其々に努力義務がある。
・第六十九条 事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相
談その他労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置を
継続的かつ計画的に講ずるように努めなければならない。

・２ 労働者は、前項の事業者が講ずる措置を利用して 、その健
康の保持増進に努めるものとする。

・第七十条（体育活動等についての便宜供与等）
・第七十条の二 ：ＴＨＰ（トータルヘルスプロモーションプラン）・
心の健康保持増進

日本企業は法令の努力
義務を法令遵守の一部と
考えているか？



3

5

（２）社会制度の観点から

人口構成の変化に基づく、年金制度・健康保険制度・介護保険
制度等の社会制度の変更から、我々は今まで以上に、健康に働
き続ける事を余儀なくされている（定年延長）。
（３）ＣＳＲ（企業の社会的責任）の観点から

従業員は、企業にとって重要な利害関係者であり、従業員の健
康の保持増進は、従業員はもとより、人々の活力や経済的側面
からも家庭・地域社会にとって重要な要素である。したがって、企
業が従業員の健康の保持増進を推進することは、企業の社会的
責任の一部である。
（４）企業の経済論理の観点から

従業員の健康は、健全な労働力の確保と生産性向上の観点か
ら、重要企業の資産である。（特に定年が延長されていくと）
（５）特定健診・特定保健指導・保健事業
事業者ではなく保険者の責務。

保険者に実施義務はあり、事業者との連携で効果的に取り組ん
でいくことが必要。

２、日本型健康経営の基本事項
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３、事業者と健康保険組合の関係
企業

健康保険組合

利益を上げて企業価値を向上

組織の生産性を向上させたい

社員一人一人が元気であって欲しい

社員が重要な疾患にならないで欲しい

社員一人一人の医療費が軽減できる医療費を抑制し、健保財政を健全に

社員が病気ならないようにしたい

社員一人一人が元気であって欲しい

組織の生産性が向上する

企業の価値が向上する

疾
病
予
防
に
よ
る
医
療
費
の
適
正
化

安
全
（健
康
）配
慮
義
務
の
履
行

＝

企業と健保は強い
連携と主導権（又は
分担）の明確化が

重要

「いざとなれば健保がある」と
いったモラル・ハザードが生
じている可能性

あまり明確ではない
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（１）保健サービスを提供する主体

保健サービスを供給する主体は、サービスを受ける対象者から
みて一本化されているほうが解りやすい。
（２）対象者を分担・保健サービスを分担
被保険者（従業員）と被扶養者（家族）
ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ
（３）費用の分担（被保険者：社員に関して）
安衛法の健康診断・保健指導：事業者
特定保健指導とポピュレーションアプローチ：健保
（４）保健・健康サービスの最適化
法令とＥＢＭに基づく保健サービスの提供
（５）健康情報の一元管理
＜専門職の役割＞

企業と健保組合の関係は、健保組合の形態（協会けんぽ・単一
型健保・総合型健保）により大きく異なるので、専門職が効率よく
実務が行えるように、保健サービスを分担し連携する必要がある。

３、事業者と健康保険組合の関係
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Ｐ： 全社横断的な方針・戦略・
計画・施策の立案
・計画に継続性を持たせる。
・実行目標の適切な設定

専門職が中心
となったＰＤＣＡ
サイクル

経営計画システムの中に健康経営のＰＤＣＡサイクルがあること

４、健康経営のポイント：ＰＤＣＡの観点から

Ｄ： 全社における健康増

進活動
・対象者への公平性
・必須と希望のバランス
・プログラムとイベント
・ハイリスクと

ポピュレーション

Ａ： 全社横断的な計画・施策
の改善
・試行から全社へ
・アイデアを実行へ
・実行を容易にするシステム

明確な健康経営
の方針と経営課
題としての経営層
の認識

Ｃ：活動実績評価、監査結果の評価
・厳正な自己評価（トレンド・社外データとの比較）
・施策の個別目標と全体指標からの評価
・社外評価の活用、・内部の監査の実施
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（１）ＥＢＭ（Evidence-based medicine）に基づく施策
・エビデンスに基づく施策を実行する（がん検診）
・循環器疾患のリスク低減（血圧・糖尿病・脂質）

（２）ハイリスクとポピュレーションア戦略
・ハイリスクはエビデンスに基づく
・ポピュレーションは盛り上がりが必要。

４、健康経営のポイント：施策の選択

ハイリスクアプローチ
：モグラたたき

ポピュレーションアプローチ
：全体の改善
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（１）ハイリスクアプローチ
・定期健康診断、特定健康診査の受診率
・保健指導実施率、保健指導による改善率
・がん検診受診率、 ・がん検診の精密検査の受診率
・生活習慣病はターゲット層を明確にしてKPIを設定
（２）ポピュレーションアプローチ
・総参加率：５０％以上を目指す
健康オタクでない対象者の参加率

・健康とは直接関係ない指標もKPIとして有効かも
（２）総合的なKPI
・アブセンティズム（プレゼンティズム）
・在職死亡、メンタル不調発症・存在率
・生活習慣病リスクの存在率

４、健康経営のポイント：KPIは何か？
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５、当社の健康管理事例

レスポンシブル・ケア基本方針
三井化学グループは、企業理念及び行動指針に基づき、法令遵守
はもとより安全、健康、環境及び品質の継続的改善により地域と社
会の期待と信頼に応え、社会の持続可能な発展に貢献することが私
たちの務めと認識し、・・・事業活動を展開していきます。

◆「安全はすべてに優先する」を私たち全員が心に刻み、無事故・無
災害の実現を徹底して追求します。

◆製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリスクを評価し、人々
の健康の確保と環境負荷の低減を図ります。

◆技術・製品の開発等の事業活動を通じて人々の生活の質の向上
と地球環境の保全に貢献します。

◆お客様が満足する製品とサービスを提供し、お客様の信頼に応え
ます。

◆従業員の心と身体の健康増進に積極的に取り組みます。

労働衛生規則（社則）（労働衛生管理の原則）

第２条 当社は、「社員の健康は、会社の健康に直結
する」を基本理念として、職業性疾病を予防し、適
正な職場環境の形成を促進するとともに、社員の
自主的な健康の確保を支援する。

第５条

健康管理室長は、産業医がこれにあたり次の職務
を行う。

（１）健康管理室長は、工場長（本社においては人事
部長）の指揮下で労働衛生管理の推進を図る。

（２）産業医は、会社に対し労働衛生に関する必要な
勧告を行うことができる。

労働衛生：健康管理・作業管理・作業環境管理・労働衛生教育
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環境 ・安全 ・衛生 ・品質管理中計

環境・安全・衛生・品質管理年間計画

各事業所での年間計画への展開

環境・安全・衛生・品質管理監査

経 営 者 レ ビ ュ ー

環境・安全・衛生及び品質に関する基本方針

ＲＣ管理システム

レスポンシブル・ケア(ＲＣ)委員会
の運営について

生活習慣病対策
１．総合健診（定期健診＋特定健診＋がん検診）と保健指導等

２、健康づくり活動

①ヘルシーマイレージ合戦、 ②フィットネス教育・食事教室

③計画的な職場労働衛生教育の実施

④ウオーキングイベント（駅伝）、各課対応行事等、

⑤社員食堂でのヘルシーメニューの提供

⑥内臓脂肪測定イベント、 ⑦禁煙マラソン（禁煙イベント）

⑧インフルエンザ予防接種

３、海外勤務者向け施策

①１回/年で産業医が巡回して、面接指導（家族を含む）

②派遣前（後）健康診断・予防接種・メディカルレコードの作製

③Eーメールによる健康情報の提供とストレスチェック

④産業医によるE‐メールや電話による健康相談対応
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健康づくり活動１
ヘルシーマイレージ合戦 年に２回（３ヶ月間／回）で、身体活動量、個人目標、体重減少などをマイ

レージに換算して、チーム・個人でマイレージを競う。３部リーグ制で順位
を競い、各リーグの成績優秀者等に商品を授与する。達成賞・飛び症・メタ
ボ改善賞など有。全社で２５％が参加。

フィットネス教室 エアロビックス運動・ストレッチ教室・ヨガ教室などを各事業所で開催。

内臓脂肪測定会 インピーダンス法による内臓脂肪測定器を用い、簡単な生活習慣調査をあわせて
行い、内臓脂肪測定結果と調査結果を合わせて、内臓脂肪低減方法を指導。

ウォーキングイベント
（＊）

事業所で、ウォーキングイベント 「日本列島縦断ウォーク」・ロングプログラムなど、
個人が一日の目標を定めて歩数を競う２～３ヶ月程度のプログラムを実施

駅伝大会（＊） 事業所構内にて部署対抗の駅伝大会を年1回実施している。同事業所内にあ
る関連会社も参加。上位チームに賞品、参加者に参加賞を授与する。

各課対スポーツ大会 事業所において課・係単位でチームを作り、ソフトボール・卓球・バトミン
トン・サッカー等のトーナメント方式のスポーツ大会を開催。

禁煙マラソン ニコチンパッチの無料提供を行い、産業医の禁煙指導による禁煙チャレンジ
を実施。

健康診断時の保健師・産
業医による指導

健康診断時に事業所の保健師と産業医が全員に個別に面接を行い、役割分担
をしながら特定保健指導や安衛法に基づく保健指導を行っている。

ヘルシーメニュー 事業所の社員食堂において、毎日ヘルシーメニュー（ローカロリー・ローコ
レステロール）を提供している。

食事教室・食育教室 食事の記録に基づく栄養士による指導と講義にカフェテリア形式の食事選択
を交えた教室を実施。

生活習慣病予防職場教育 職場労働衛生教育を産業医や保健師が講師となり、職場の懇談会など時間を
活用して、教育を実施。
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新入社員教育 新入社員研修の一環として、産業医によるメンタルヘルスの基礎知識の講義
と心理の専門家と産業医によりｳコミュニケーションの講義と実地研修を実施。

新入社員メンタルヘル
スE-ラーニング

入社後３ヶ月の時点で、当社産業医・保健師・カウンセラーで作成したＥ－
ラーニング「新入社員のためのコミュニケーション術」を実施、入社後９ヶ
月目で、認知行動療法に基づくＥ－ラーニング「メンタルタフネス強化プロ
グラム」「職場のアサーション」を実施。

新入社員フォローアッ
プ

新入社員全員（中途採用者も含む）に対して、入社後2年間、産業医が６ヶ月
ごとに面接を行い、職場への適応状況や生活の安定度をチェックして、職場
不適応の早期発見と本人への指導・職場との調整を行なっている。

新任管理社員メンタル
ヘルス教育

新任管理社員向け人事教育の中で、産業医が講師で約２時間のメンタルヘル
ス研修を実施。メンタルヘルス基礎知識、会社のメンタルヘルス不調の現状、
セルフケアー・ラインケアー等。

ライン管理者メンタル
ヘルス教育

人事制度上の一次評価者向け人事教育の中で、メンタルヘルス研修として産
業医が講師で、「安全配慮義務」（１時間）「ライン管理者向けメンタルヘ
ルス講座（新任管理社員研修＋ケーススタディ）」（１時間）と心理の専門
家による「アクティブリスニング研修（座学＋コミュニケーション技法」
（４時間）を実施。

カウンセリング 各事業所の契約の産業カウンセラーを配置して、希望者及び産業医の指導に
よりカウンセリングを実施。健康診断（メンタルヘルス問診項目あり）・長
時間残業面接・職場ストレス度調査から、高ストレス者やメンタルヘルス不
調予備軍を拾い出し、カウンセリングに誘導している。

健康診断におけるスト
レス症状チェック

健康診断でストレス関係症状をチェックして、変化や問題があると産業医が
判断した場合には「産業医との面接」を実施。

メンタルヘルス対策１
16
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職場ストレス度調査
（１）

職場ストレス調査として「職業性ストレス簡易調査（厚生労働省版）」＋
「メンタルヘルス風土調査（産業医大製作）」を、１回／年で実施（全社員
対象）。組織結果は、組織上の最小単位（係・グループ：全社で約３５０職
場）に対して、組織評価と事業所内における相対評価が理解できる資料及び
活用方法の資料を返却。別途、調査活用ための職場管理者向け研修会を開催。
個人結果は、ストレスへの気付きとストレス対処を目的に、個人宛に通知。

職場ストレス調査
（２）ﾊｲﾘｽｸ者対応

個人結果で、特にストレスが高いと思われる者は、個人結果返却後、別途カ
ウンセリングや産業医との面接に誘導。

職場ストレス調査
（３）ﾊｲﾘｽｸ職場対応

職業性ストレス簡易調査とメンタルヘルス風土調査の両方で、職場の改善が
必要と考えられる職場に対して、産業医による指導と「職場ストレス低減計
画」策定と実行を行なう。

職場ストレス度調査
（４）
ポピュレーションアプ
ローチ

この調査より職場ストレスが低く且つメンタルヘルス風土がよいと考えられ
る職場に対して、ヒアリングを行い、「グッドプラクティス」を集約して、
社内報、イントラネット及び安全衛生委員会で周知し、職場の更なる改善へ
の活用を促すとともに、メンタルヘルス研修で、研修材料として、これらの
結果を説明する。

海外勤務者メンタルヘ
ルス対策

職場ストレス度調査は、海外関係会社駐在員も対象にしており、産業医が１
回／年で、海外関係会社を巡回し、健康診断結果と職場ストレス度調査の個
人結果を基に、全海外駐在者と面接。また、海外関係会社の駐在者の最上位
者とは、組織結果を基に結果説明と注意点を指導している。

復職関係 休業者への産業医によるフォローアップ面接の実施、リハビリ試験出社と復
職プログラムの作成、復職後の就業制限と産業医によるフォローアップ

メンタルヘルス対策２
17

18進捗状況１：ヘルシーマイレージ合戦
労働
衛生

１２年度改善点

◆健保規約改定により、賞品代金を健保補助として、賞品の充実とＭＣＩ経費を「ゼロ」とし
た。
◆下期より大阪工場の参加で全社で実施。

上期・下期参加者：
それぞれ、4500名

参加のきっかけ

１、コミュニケーショ
ン

２、運動不足解消

３、体重減少
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メルシーマイレージ合戦 19

Ⅱ．メンタルヘルス増進の目的と対策（基本戦略）

目 的目 的

予 防予 防

早期発見
初期対応
早期発見
初期対応

適切な治療
への誘導
適切な治療
への誘導

復職とフォロ
－アップ
復職とフォロ
－アップ

対 策対 策

上司によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと業務管理上司によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと業務管理

復職プログラムと職場での受け入れ
健康管理室･上司によるフォローアップ

健康管理室による早期対応・カウンセリング

社外医療機関・ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ機関との連携

上司・同僚による健康管理室への誘導上司・同僚による健康管理室への誘導

職場のｽﾄ
ﾚｽ度評価
と個人組
織への
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

個人のストレス対処法個人のストレス対処法

・階層別教育：新入社員教育（6時間）、新入社員向けメンタルヘルスE-ラーニング（２コー
ス） 新任管理社員研修（4－8時間）、ライン管理者研修（毎年2ー3時間）
・カウンセリング体制：各事業所に心理相談員/産業ｶｳﾝｾﾗｰを持つ保健師を配置し、必要
に応じ本社の上級ｶｳﾝｾﾗｰが対応、産業ｶｳﾝｾﾗｰとの契約（事業所内でｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ）
・職場ｽﾄﾚｽ度調査：ﾊｲﾘｽｸ群への面接への誘導、職場でのｽﾄﾚｽ低減計画展開(05より)

メンタルヘルス風土調査の追加とグッドプラクティス水平展開
・入社後２年目までの社員全員に対して、産業医又はｶｳﾝｾﾗｰの面接実施、

・階層別教育：新入社員教育（6時間）、新入社員向けメンタルヘルスE-ラーニング（２コー
ス） 新任管理社員研修（4－8時間）、ライン管理者研修（毎年2ー3時間）
・カウンセリング体制：各事業所に心理相談員/産業ｶｳﾝｾﾗｰを持つ保健師を配置し、必要
に応じ本社の上級ｶｳﾝｾﾗｰが対応、産業ｶｳﾝｾﾗｰとの契約（事業所内でｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ）
・職場ｽﾄﾚｽ度調査：ﾊｲﾘｽｸ群への面接への誘導、職場でのｽﾄﾚｽ低減計画展開(05より)

メンタルヘルス風土調査の追加とグッドプラクティス水平展開
・入社後２年目までの社員全員に対して、産業医又はｶｳﾝｾﾗｰの面接実施、

WEB E-
階層別教育、一般社員向け教育・PR
WEBを利用したE-ラーニング

教
育
内
容

職場内ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ向上の
計画的
展開

健
康
診
断

健
康
情
報
取
扱
い
細
則

過重労働防止と
安全配慮義務の履行

20
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メンタルヘルス風土調査（WIN)は、産業医科大学 産業生態科学
研究所 精神保健学研究室 真船浩介先生がたが開発。
http://omhp-g.info/envi/envi02.html
職場の望ましい特徴を調査（27項目）
労働者の生産性を阻害する要因を除去・軽減することに
より、職場を活性化し、働きやすい快適な職場を目指す。

不調感や問題点といったネガティブな側面ではなく、職
場活性化・快適職場形成といったポジティブな側面の評
価を重視したツール。

メンタルヘルス風土調査（WIN）

健康問題の発生リスクを低減し、職場の活性化を促す職場改
善の鍵となる４つの尺度

指示系統：指示の明瞭さ，相談機会の充実

労務管理：業務配分や勤務時間への配慮の充実

連携協力：部署内・部署間での協力の充実

研修機会：研修・訓練の内容や機会の充実

24
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「メンタルヘルス風土」組織結果の分布

部　　署
メンタル
ヘルス風土

指示
系統

労務
管理

連携
協力

研修
機会

本社 52.0 52.0 52.1 51.6 50.9

MCI 52.2 52.3 52.2 51.4 51.2
職場１ 41.3 40.6 44.2 40.1 46.4
職場２ 46.9 46.4 48.1 45.2 51.3
職場３ 48.0 48.5 47.1 48.0 50.0
職場４ 48.7 50.6 45.7 50.5 46.9
職場５ 48.8 48.9 48.5 50.3 48.6

職場６ 49.0 47.8 50.1 49.6 52.3

職場７ 49.1 48.2 51.1 49.4 48.0

職場８ 50.0 50.3 49.0 51.0 50.0

職場９ 50.4 50.8 49.2 50.2 51.8

職場１０ 50.5 50.2 51.3 49.0 51.6
職場１１ 50.7 51.3 49.3 51.5 50.6
職場１２ 50.7 50.8 50.6 51.2 49.5
職場１３ 51.2 51.6 51.7 50.5 47.8
職場１４ 51.9 52.6 51.1 51.6 49.3
職場１５ 52.1 51.1 55.0 45.8 54.8
職場１６ 52.2 52.5 52.2 51.4 50.3
職場１７ 52.2 52.6 51.3 52.7 51.3

職場１８ 52.7 53.8 51.8 49.2 51.6

職場１９ 53.5 55.0 52.1 51.9 49.1

職場２０ 53.8 53.9 54.7 52.8 48.5

54.1 54.4 53.7 52.8 52.2

職場２２ 54.2 53.6 57.3 49.0 50.6
職場２３ 54.2 54.4 54.8 52.4 50.3
職場２４ 54.7 54.5 56.2 50.4 52.9
職場２５ 54.8 56.2 51.5 56.0 52.7
職場２６ 55.1 54.4 56.5 54.1 51.1
職場２７ 55.1 55.1 56.3 50.4 52.9
職場２８ 55.6 55.9 55.4 52.8 53.5
職場２９ 55.9 57.1 54.8 54.1 50.1

職場３０ 56.3 56.5 56.0 54.3 53.1

職場３１ 57.0 56.4 57.3 56.9 53.8

職場３２ 57.3 56.1 58.3 58.4 52.8

職場３３ 58.0 58.4 57.9 54.0 54.1

職場３４ 58.1 58.1 57.9 53.3 57.8
職場３５ 58.3 57.9 58.0 57.2 55.8
職場３６ 58.6 56.1 59.0 58.1 63.9
職場３７ 63.1 62.7 61.3 61.6 60.8

＜ メンタルヘルス風土ランキング ＞

＊ セルの色について： 非常に悪い点数は赤、注意が必要な点数は黄色、良好な点数は緑で色づけをしています。

30 40 50 60 70

本社

MCI

職場１

職場２

職場３

職場４

職場５

職場６

職場７

職場８

職場９

職場１０

職場１１

職場１２

職場１３

職場１４

職場１５

職場１６

職場１７

職場１８

職場１９

職場２０

職場２２

職場２３

職場２４

職場２５

職場２６

職場２７

職場２８

職場２９

職場３０

職場３１

職場３２

職場３３

職場３４

職場３５

職場３６

職場３７

要改善 良　好平均的

別紙 2

職場２１ 職場２１ 明らかな差

グッドプラクティ
スの水平展開

労働生産性の
向上に寄与する。

三井化学の平均

25

‘１３年度全社職場ストレス度調査の結果労働衛生

全国平均
レベル

感覚的なストレスも高く、職場の具体的
な仕組みが機能しているか心配

＜健康総合リスク＞ 仕事の負担感・コントロール感・上
司・同僚の支援感に関する主観的な感覚尺度から算定。
＜メンタル風土＞ 指示系統・労務管理・連携協力・研
修機会が適切かどうかの尺度から算定。

 
充
実
　
　
 
 
　
平
均
的
　
　
 
　
不
足

　　ストレス低　　　　　　　　                   　　平均的　　　　　　　　　　ストレス高

（％） 風土良・低リスク 風土中・中リスク 風土悪・高リスク

１１年度 ２３．４ ６８．７ ７．９

１２年度 ３５．０ ５６．１ ８．９

１３年度 ３７．９ ５４．０ ８．１

ｸﾞｯﾄﾞﾌﾟﾗｸﾃｨｽの
水平展開

風土良・低リスクの職場は増加し、
風土悪・高リスクの職場は微減。
＞ｸﾞｯﾄﾞﾌﾟﾗｸﾃｨｽの水平展開と改善
を継続

感覚的なストレスが低く、
職場の各種の機能が良好

改
善
傾
向

26/5
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６、まとめ
１、労働安全衛生法の努力義務をできる範囲で（しっかり
と）実行する。

２、経営システムに社員の健康を組み込む。
（PDCAサイクルを回す力が必要）
（パフォーマンスインデックスの設定が重要）
３、ターゲットは、生活習慣病とメンタルヘルス
４、メリットを得るためには、閾値（期間とコスト）が必要。
５、経済的リターン（財務的・非財務的）は、後からくる。
６、専門家を育てるか外部資源を活用するかの選択。
７、健康経営を推進させるインセンティブの強化が必要。

27/7

28

三井化学（株） 人事部 健康管理室長

統括産業医 土肥誠太郎

ご清聴、ありがとうございます。


